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経 済成長理論 の現在の盛行 は,別 言すれば資本蓄積問題 に関す る異常 な関心

の深 さを示す ものに外な らない。 過去二世紀 にわた る世界経 済 の 急 速 な 発 展

は,資 本蓄積の量的,質 的展開 を素通 りして は理解すべ くもなかろ う。

近時の,と りわけ戦 後 におけ るこの分野の研 究は,な るほ ど,ケ インズの理

論 ホ リゾ ンに対 す る反撃 とその発展 には違い ないが,そ の ことはま さに,現 実

経済の質的,構 造的変形 一 た とえば,先 進地域対後進地域 。資本主義対社会

主義 。資本 主義の現状 と将来等 々 が要請 した緊急の課題 で もあつた。

資本蓄 積理論 ない し模型 もさることなが ら,そ の実証 には目の くらむよ うな

複雑 さと困難 が横たわ り,大 規模な研究組織 と,忍 苦のい る継 続 作 業 な し に

は,そ の片鱗 もうかがい知 ることはで きないで あろ う。戦後 アメ リカにお ける

研 究 は,こ の種の典型 と もい える もので,本 書 はその一里塚 に外な らない。

1953年 秋,国 民所得国富調査会議 の年次大会で は,資 本形成 に関す る一連の

研究 報告が発表 され,後 年FrancoModiglian三 の序文 を附 して刊行 され た。 こ

れが本書 で ある。内容 は,理 論的実 証的研究 を含むかな り多岐の分野 にわ たる

が,何 れ も,資 本形成の難問 に迫 る意欲 的な業績で,シ ンポジ ウムにつ きまと

う不統一 は,主 題 の現在的意義 に とつて,さ して問題 とはな らない。 まつ本書

の構成 をのぞいてみよ う。
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ここで は聞題 を第二部 に限 り,そ の申 の特 に理論的 な数 篇のペ ーパーを取上

る。 これにはおよそ二つの理 由があ る。第一 に,従 来景気変動理論および経済

成長理論 の構成 におい て,支 柱 と目 されて きた加速度原理 につい ては;周 知 の

よ うに加速度係数の安定性,そ の現実的諸限定,企 業者活動 に関 する特 殊な想

定 な ど種 々の点 か らきび しい批判 を うけて きたが,侮 れ に も拘 らず今 尚経済学

者 の好みに投 じてい るの にはそれ相応の理 由 もあろ う。 従 つて加速度係数 に関

す る理論 的,実 証的討議 は,批判反批判 の双方 か ら十分 に説得的 にな されなけれ

ばな らない。 何故な らこれ これが,景 気循環論,経 済成長理 論の運命 にかかわ

る問題 で もあるか らで ある。第二 は,第 一 の問題 と千連 のあ るい わゆ るレオン
ロ ラ

チエフ ・モデル動学化の課題 で,こ れには各 セクターの部 門資本係数 が主役 を

演 ず る。

レオンチエ フ ・モデルによ る経済の実証分析,計 画 モデルの作成 が大規模 に

行 われてい る今 日,資 本係数 に関す るよ り一層の理論的,実 証的研究 は,お よ

そ不可欠の要請 である。

3

くヨ　

資本係数 について,わ れわれ は既 にい くつかの包 括 的 な 業 績 を もつてい る

が,本 書 は,こ れ らに触発 され種 々のサ イ ドか らす る慎重 な検討 と興味深い結

論 が示 されてい る。 資本係数が有効 な分析武器 た りうるの は・その安定性 が仮

定 されてい るか らである。Carterは まず この点 を問題 にす る。一般 に動学的投

入 産出モデル はご種 類の構造係数 を含んでい る。 一 は一定期 間の投 入量 と産 出

ω 資 本係数 と加速 度係数 とは厳 密 には区 別 され なけれ ばな らない。 前者 は一定 の生

産 力 あ るいは その増分 と,そ れに疹要 な資 本量,あ るい はその増 分 との比 を意味 し

てい るのに対 し,後 者 は一定 の所得増分 と,そ の結果 誘発 きれ る新投資 需要 との比

に外な らない 。 前者 はい わば生産力視 点 に立 ち,後 者 は需要視 点 に立 脚 して い るも

の といつ てよい 。

(2)た とえば

W.W.Leontief;TheStructureofAmericαnEconomOr,1951.

ditto;StndiesintheStructureofAmericanEconomγ,1953.
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量 の比 を示 す流 量 係数(す なわ ち投 入係 数)で あ り,他 は資 本 ス トッ ク と一 定

期 間 の産 出 量 の比 た る資 本係 数 で あ る。

技 術 変 化 は,こ れ ら双 方 の係 数 に と もに影響 す るが投 入係 数 は ヨ リ広 い 範 囲

の技 術 を反 映 してい るた め に,そ の変 化 が い わ ば移 動 平 均 化 し,相 対 的 に安定

で あ るが,資 本係 数 は最 新 の 産 業 部 門 の技 術 の み を限 界的 に表 現 してい るた め

に,旧 資 本 の惰 性 をそれ ほ ど うけ ず に敏 感 に変 動 す る。 その上 後 者 はsunk

inVeStmentよ りは む し ろperspectiVeな 投 資 を反 映 して 尚更 不 安 定 とな る。 異

な る生 産方 法 が存 在 す る場 合 に は あ る拡 張 の た め,生 産 能 力 単位 当 り資 本要求

量 を正 確 に予測 す る ことは ます ます 困難 とな る。 特 に これ らの 可変 性 は,択 一

的 な生 産 工程 の 間 の選 択,主 工 程 内の差異 の 間 の選 択,所 与 の生 産 物 の品 種 お

よび品 質 の 間の 選 択,拡 張方 法 の選 択 等 の形 で現 われ る。 その うち前 三 者 は椙

互 に密 接 な関係 を もつ てい る。 さて実 証結 果 の示 す ところ に よ る と,資 本 係 数

す な わ ち資本 一生 産 能力 比率 の差 異 は,そ の殆 どが生 産 物 の品 質 の相 違 お よび

生 産規 模 の相 違 に よつ て説 明 され る。Carterは カ ーボ ン ・ブ ラ ツ クの係 数 を測

定 す るた め に,サ ン プ ル に選 ばれ た全 工 場 の 夫 々の資 本係 数 と,そ れ を更 に建

設 お よび設備 の資 本 係数 に分 割 し,こ れ に品 質 の相 違 を排 除 す るた めの 調整 を

施 す と,上 の テーゼ が 予想以 上 に確 認 され る。

ところで 資本係 数 変 化 の よ り立 入 つ た分 析 を遂 行 す るた めに,生 産能 力 を拡

大 す るい くつ かの方 法 を吟味 す る。 これ に は第1に"newPlants"で あ り,第

2は"balancedadditions"で,こ れ はNewplantsと 同 じ設備 支 出 を要 求 す る

が,建 設 支 出 の方 は,必 ず し も これ ほ ど必 要 で は な い 場 合 で あ り,第3は

unbalancedadditio1・sで 建 設 支 出 も設 備 支 出 も共 にbalancedadditionsの 場 合

よ り少 ない,従 つ てunbalancedadditions'の 場 合 が最 も費用 が少 く,つ い で

balancedadditions,Ilewplantsの 順 とな り,あ たか も リカル ドの地 代論 にお

け る如 く,ま ずunbalancedexpansionの 凡 ゆ る可 能 性 が 吸収 され,つ ぎ に

balancedexpansionが,そ して最 後 に,尚 必 要 な らばnewPlantsの 拡 張 可能

性 が吸 収 され る。 第4は ボ トル ・ネ ツ ク排 除の た めの拡 張 で あ り,第5が 遊休

施 設 の 修復,な い し限 界施 設 の再 開,そ して最 後 に現 存施 設 の転 用 で あ る。

然 らば生 産 能 力 とは何 で あ ろ うか 。 これ は常 通主 工程 で表 わ され るか 又 はそ
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の工程 に対 し,他 の要素 の供給 に制限がない もの と仮定 して,あ る固定要素で

示 され る。 従 つて,こ の場合 には最低の能力 および最小の伸縮性 を もつ工程 が

施設全体 に対 して限界 を劃す る。 ただ当該産 業が使用す る可変的生産要素の制

限 まで も存在す る もの とすれば,そ もそ も,そ の産業の生 産能力 は独立 には評

価 されず,そ れ を供給 す る産業の能力お よび産出量 の函数 とみな されなければ

な らない。 そ こで,生 産能力の定義 には,次 の要 因が内包 されてい る もの と考

え られ る。 第一 に凡 ゆ る可変的生 産要 因の供給が無限大で あること,第 二 に,

現在の施 設および設備のみが使用 され,生 産技術 に変化 がない こ と,第 三 に,

測定 は,価 値単位 よ りはむ しろ実物単位でな され ること,そ して最後 に,操 業

時間,交 替回数 に関 し,ノ ーマルな産業慣習 に倣 うことこれで ある。

以上 の外資本係数 は,施 設の地理的立地条件,将 来需 要に関す る企業者の期

待 等 によつて も大い に変動 す る。Carterの かよ うな説 明 を基礎 にして,鉱 業,

金 属産 業におけ る係数 の実証研究 がET・MoOreに よつて示 されてい る。 た

しか にCarterの い う如 く,動 学 モデルの短期 の結果 を資本係数 で評価 す るこ

とは誤 りで あるが,長 期 の評価 につい て も,そ の安定性 と有敷性 を完全 に立証,

す るこ とは困難 で あ り,尚 依然 として確信 の問題 に止 まつてい よ うで ある。

5

景 気 変 動 論,成 長 理 論 にお い て,加 速 度 原理 ほ ど論 議 の 的 に なつ た もの も少

い 。Hickmauの ペ ーパ ーお よび,Modiglianiの コメン トは,理 論 的 に も,実

証 的 に もきわ めて興 味深 い 。 まつHickmanの 理 論 か ら。

{1}生 産 能力 の統 計 的計 測 にお い て,つ ぎの三 点 が仮 定 され る。 第 一 に所 与

の施 設,第 二 に労 働,原 料 等 の 可 変 的投 入 量 の流 れ に制 約 な き こ と,そ し て第

三 に正 常 な生 産 機 構 これ で あ る。 これ らの仮 定 の上 で え られ る生 産 能 力 は費 用

概 念 とい うよ りはむ し ろ工 学 的 概 念(engineeringconcept)で あ り,物 理 的 産

出量 がい か ほ ど生 産 され うるか が問 われ る。 而 し 多 くの場 合,こ れ ら二 つ の概.

念 の 間 に は本質 的 な質 的分 離 が な い よ うで あ る。 費 用概 念 た る生 産 能 力 は ・い

うまで もな く,生 産 資 源の価 格 お よび 企 業の生 産 函数 が与 え られ た と き,平 均

総 費 用 が ミニマ ムの点 にお け るそれ で あ る。 短 期 の 企 業 の現 実産 出量 は,こ の
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能力 と必 らず し も一致 しないが,長 期的 に不一致の原因 を除外 して考 え ると,

費用曲線,従 つて生産能力の変化 は,生 産資 源の価 格の構造変動 と生産函数 の

変 化 に もとつ く。 前者 の変 化 は,能 力の工学的変 化に含まれないが,後 者 はま

さし くそれ に対応 す る。 費用概念 としての生産能力 の推測 に,た とえば私的生

産 費 と社会 的生産費 の区別 とい う困難 な問題 がつ きまとつてい る。

{2)生 産能力の測定 にあたつて,Hickmanは 成 長 産 業 と衰退産業 の区別 を

設 け,注 目すべ き分析 を展開 してい る。主 要 な13産 業につい ての実証 による と

成長産業 におい ては,生 産拡張期(好 況)に 生産能力 の減少す る場合 は稀 であ り・

生産縮少期(不 況)に おいてす ら,し ば しば生産能力の増大 をみ る。逆 に,衰

退産業 におい ては,生 産縮少期 には,む ろん生産能力 は減少 してい るが,生 産

拡張期 におい て さえ,そ の減少 が観察 され る。生産能力の主要の原因であ る資

本形 成 の循環 的変動 を是認 して きた研究者 に とつて,こ の事実 はたしかに予想

外 の ことで あろ う。 しか し予想外 なのは,事 実ではない。個 々 の 産 業 に とっ

て,資 本形成 は循環的変動 よ りはむ しろ,長 期成長によつて支配 され る。 それ

に資本設備 の装備 には,か な りの時間がい るか ら,好 況 期 に 企 図 され た設備

が,不 況期 に完成す る とい う場合 も決 して珍 しい ことで はない。要す るに,特

定産 業にお ける生産能 力 も固定設備の投資 も長 期の成 長 に支配 され るか ら,成

長産業 におけ る好調 な長期期待 は,不 況期 においてす ら,能 力 の拡張 を実行 さ

せ る。他方衰 退産業 におい ては,逆 に長期 につい ての悲 観的な期待が支配 し,

好 況す ら・生 産能力の増大 を さほ ど積極的 には させない。

生痒能力が生産の循環的変動 に非感応的であ るた め・生産 の変動 は・使用度

の顕著 な変化 を伴 う。 もし生産能 力が不変 で あれば,勿 論使用度 は産 出量 と比

例 して変化す る。 生産能力 と産出量 が共 に変化す るな らば,使 用度の変動 は,

生 産能力 と産 出量 との相対的変 化に依存す る。 生 産能力の循環的振幅 は一般 に

生産 のそれ よ りも小で あ り,成 長産業では不況期 に,衰 退産業で は好況期 に産

出量 と生産能力 とは逆比例的 に変動 す るか ら,使 用度 と産 出量 とは,互 に比例

的 に変化す る。 勿論,こ れ とは逆の傾 向 もない わけで はない。成 長産業 では,

屡 々好況期 において生産 よ りも急速 な能 力の増大がみ られ るた め,使 用度 は生

産 と逆 な運動 をし,又 衰 退産 業では,不 況期 にはよ く生産以上 に能力の急 速な
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低 落によ り,使 用度 は逆 に高ま る。か くて次 のよ うにいえ るだ ろ う。使用度 と

産出量の変化 の間に逆 の動 きが あるに も拘 らず,一 般 に使用度 は,生 産 の循環

的変動 と同方向 に変動 す るが,能 力 に つ い て は そ うでない。成 長産業 におい

て,能 力 は継続的 に増加 し,衰 退産業で は逆 に継続 的に減少す るために,生 産

能 力変 化の方 向は,一 般 に使用度変化 の方向か ら独立で ある。 これ がHickmau

による加 速度原理批判 の論拠 にな る。 厳 格 な意 味 に お け る加速度原理 によ る

と,純 投資 は,産 出量の変化率 に正比例 して,直 接的 に変 化し,超 過能 力の存

在 が無視 され,正 の投資,負 の投資の シンメ トリカル な変動 が帰結 され る。 し

か し,修 正 された加速度原理 では超過能力の存 庄が前提 とされ,景 気の恢復期

お よび景気後退期 にお ける加速度係数の転形 が承認 され る。

加速度原理のかよ うな修正 も,さ きにあげた観察結果 を満 足 させ ない。成 長

産 業 におい ては,不 況期 においてす ら正の投資 が存在 す る とい う事実,衰 退産

業 では好況 におい て も,不 況 におい て も超過能力が あまね く存在 してい るとい

う事実 は と もに修正 された加速度原理の仮設 に反 す る。 ところでHickmanは

成長産業 につい て,使 用度 と生産能力の変動 との間 にはか な り密接 な関係が存

在 す るこ とをつ きとめた。 産 出量が増大 し,設 備の能力限界 に ヒツ トす ると,
も

生 産 能 力 は更 に拡 大 す る とい う事 実 が,凡 ゆ る場 合 に観 察 され る と,そ れ は修

正 され た加 速 度 原理 その もの に外 な らない 。 しか し中 間的 な使 用度 一 これ が

ノー マル なケ ー スで あ るが 一 を もつ 成長 産 業 にお い て は,大 量 の超 過 能 力 の

存 在 に か か わ らず,moderateな 能 力 の 拡 大 がみ られ るし,そ れ に使用 度 と能

力 変 化 との 間 に は,か な りの 可 変 性 が存 在 す るた めに加速 度原 理 の 主張 は実 証

され ないbな るほ ど,他 の事 情 等 し き限 り,成 長 産業 は,産 出量 の増大 が急 速

な場 合 に は,そ れ が緩 漫 な場 合 よ りも,よ り大 な る生 産能 力 の拡 張 を企 図す る

で あろ うこ とは容 易 に想豫 で きる ところで あ るが,さ きに みた よ うに,き わ め

て重 大 な例 外 が存 在 す る以 上,限 られ た ケ ース か ら,加 速 度 原理 の 一般 化 を結

論 す る こ とは許 され ない 。Hickmanに お け る成 長 産 業 お よび衰 退産 業 とい う

着 想 か らは,加 速 度 原理 を企業 者 の投 資 行 動 の 原理 とは認 めが たい の で あ る。

Modiglianiは,Hickmanに よつ て加 速 度原 理 否 定 の論 拠 に使用 され たdata

・を用 い,加 速 度 仮 設 が 正当 に理 解 され,定 式 化 され るな らば ,こ れ は固定 資 本
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に対 す る投 資 行動 を決 定 す る有効 な原 理 で あ る と主 張 す る。Modiglianiに よ る

と,そ もそ も加 速 度 原 理 は 純 投 資 支 出 の 変 動 に 関 す る 法 則で あ るの に,

Hickmanに おい て は生 産能 力 の ネ ッ トの変動 に関係 づ け られ て しまつ てい る。

能 力 の 増大 を もた らす た め に必 要 な支 出 は,あ る期 間 にわ たつ て行 われ るの に

生 産能 力の 増加 は当該 期 間 の期末 に集 申 され る傾 向 が あ る。 従 つ て,あ る一 定

期 間,た とえば1年 を とつ てみ て も,支 出 と能 力 との 間 には何 等 安定 し7C関 係

が存 在 しない 。 あ る新規 生 産 能 力 建 設 の着工 か ら完 成 まで に2年 かか る とし よ

う。 そ の と き,あ る年 の支 出 は一 部 本 年 度 の生 産 能 力 の増 加 とな る前 年 度 着工

の計 画 を完 成 す るの に向 け られ,又 一部 は,明 年 度 に な らな け れ ば能 力 の増 大

に はな らぬ よ うな新 計 画 の 着 工 に 向 け られ る。 こ うい う点 を考 慮 し,し か も

Hickmanの 主 張 を包 含 で き るよ うな加速 度 原理 の 定式 化 を行 う。

仮 定1・ 所 与 の産 業 に と り,凡 ゆ る産 出率 に対 してesあ る時点 に,最 適 あ

るい は所 望生 産 能 力水準 が存 在 し,そ れ は 産 出 率 に 比 例 す ると考 え られ

る。

π;当 該産 出率 に対 す る最 適 能 力 水 準

0;産 出率

か くて

(1}1ζ=αtO

α は比例要因で,時 間 にわたつて変動 す る もの と考 え られ る。

仮 定2.所 与 の産 業 に典型的で合理的 な生産期 間が存在す る。 これ を9で

示 す。

仮 定3・ 現存,又 は既 に着工中 の生産能力 が9期 間後 の 予想需要の生産 に

最適 な水 準以下 である とい う意味で,生 産能力の不足 が見込 まれ る場合 に

は∫生産能力の拡張 がは じめ られる。 この拡張率 は,不 足見込の大 い さに

ほぼ比 例 しよ う。

0を%;t--9時 点 におい て,t期 に支配的 になる と予期 され る産出率

い ま生 産 能力 お よ び産 出率 に つい てHickmanの 場合 の よ うに時系 列 デ ー タ ー

を とる もの とす れ ば ・ 上 の 三 つ の 仮 定 か6次 の 方 程 式 が え られ る 。

(2)△K・=K・-Kt-t=β(αt-gO毛!～,-Kt'一't)
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こ こ で.

(2a)α レ、olど』>Kレ ・

と仮 定 す る。β は所 与 の産 業 が生 産 能 力 の不 足 を うめ 合す に払 う努 力 の速 度 で

あ るか ら,単 位 時 間 を1年 とし,β が0.5な らば,こ れ は産 業 が年50%の 率 で

生 産 能 力 の不足 を うめ てい くとい う意 味 で あ る。 β は明 らか に単位 時 間の長 さ

に 依存 し,時 間 が長 くな るに つれ て1に 近 づ く。

仮 定4.正 常 な条 件 の もとで,予 想 され る産 出率O{!)gは ・予 想 が行 れ る

時点 の近傍 で支 配 す る産 出率 で表 現 す るの が合理 的 で あ る。

(3)019、=η0・ 一、

η は1に 近 く,時 間 に わ たつ て かな り安定 的 で あ る と仮 定 され る。 もちろん 産

業 の長 期 成 長,9の 値 等 の た め,緩 漫 な ・ しか しかな り安 定 した移動 を示 す で

あろ う。 〔3}式を(2)式 に代 入 す る と,Hickmanが 用 い た タ イ プのobServablθ

dataの み を含 ん だ仮 設 を うる。

(4)Kt-Kt-1==β(αt-gηOt-g-Kt-1)

ナこだ し

(4a)αt_9ηOt_9>]Kt_i

Hickmanは(4、 式 に相 応 す る実 証 テス トを十 分 に 行 つ てい な い 。 む しろ素 朴

な加 速 度 原 理

(5)1(t-Kt-1=α(Ot-Ot_1)

を テス トし てい る にす ぎない 。 これ は(4i式 に特 殊 な仮定 を設定 した場 合 の ス ペ

シ ヤ ル ・ケ ー スで ある。 す な わ ち,ま ず 第 一に β=1と 仮 定 され な けれ ばな ら

な い 。 これ は,生 産 能 力 の過不 足 を産 業 が単位 期 間 内 に十 分 に埋 め合 わ す とい

うことで あ る。 第 二 に9=Oの 仮 定 で,生 産 期 間 が0で ある こ とを意 味 す る。

第 一一,第 二 は生 産能 力 が過剰 な場 合 も,不 足 の場 合 も,ひ とし く妥 当 す る。

第 三 は α が 時 間 にわ た つ て コン スタ ン トで あ る とい うこ とで,

K,-Kレ 、・・crot-Kt-、

が え られ る。 しか し加速 度原理 を,か よ うな 定 式 で 理 解 す る こ とは誤 りで あ

る。 加 速度 原 理 の有 効 性,そ の妥 当性 は,四 式 の テス トに よつ て初 めて 明 らか

に され うる もの で あ る。

催 式 は一 見,ヒ 。クス ・サ ミュエ ル ソ ン 流 の 加 速 度 原 理 と は か な り相 違

し てい る よ うに見 え るが,若 干 の修 正 を ほ どこす と,両 者 は実 質 上 同 一 に な

る 。 加 速 度 原理 にお け る混 乱 の一 つは単位 時 間 の選 定 にか か わ る 点 で あ る か
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ら,適 応速 度係 数 β を イ。クス プ リシ.ト に導 入 した上 の定式 は原 理 の 定 式 化

として,き わ め て有 益 で あ る。周 知 の よ うに,加 速 度 係 数 はtimedimension

を もつ てい る か ら・その数 値 は,測 定 され る単 位 時 間の大 い さに依存 す る 。 と.

ころが加 速 度係 数 の数値 は,総 産 出量 の時 間 経 路 が,収 束 的 か,発 散 的 か を決

定 す るcrlticalfactorに な るか ら,所 与の モデル の 安定 性 は,単 位 時 間 を変更

す る トリツ クで ど うに もな る。 これ は,は な は だ不 合理 で ある。 そ こで,さ き

の四 式 の よ うに適 応 係数 を導 入 す る と,も はや この不 合理 は排 除 され,適 応 係 数

を含 む新 しい 加 速 度係 数 は単位 時 間の選 択 か ら独 立 とな る。(41式 の 両辺 をK,-1

で わ る と,

の ㌦ 恥 一一 晩 鴛 一β

た だ し 一

〇t-91

(7a) 〉 皿 　 一皿 一K

t..1 η αt_9

が え られ,さ きにふ れfc使 用度 と生 産能 力 成 長 率 との 関聯 に つい て のHickman

の デ ー ク ーが,理 論 的 に裏 づ け られ た こ とにな る。 〔7}式で α を観 測 期 間 にわ

たつ て コンス タ ン トと し, .9=1と お けば,左 辺 は い うま で もな く生 産 能 力 の
Ot-i

は使 用 度 を表 わす 。使 用 度 が(7a)の 制 約 条 件 を満 足す成 長 率,右 辺 のK
,_1

る限 り,生 産 能 力 は増 加 す る。勿 論 係 数 α は産 業 の種 類,期 待 その他 の 事 情

に よつ て変 動 し うるか ら,制 約 条件 式(7a)の 右 辺 の 値 は コ ンス タ ン トで は

ない 。 特 に生 産 能 力 の所 望使 用 度係 数 α に関 す る信 頼 で きるデ ータ ーが 十 分,

包 括 的 に用意 され るな らば,網 式 は,固 定 資本 投 資 の運 動 の説 明 に有 効 な仮 説

を提 供 す る加速 度原理 の意 義 を再 評 価 させ る こ とに な る。

以 上,Modiglioniに よ る加 速 度原 理 の再評 価 は,Hickmanに よつ て投 げか

け られ た批判 に,か な り適 確 な解 答 を与 え てい る が,問 題 は尚完 全 に とかれ て

はい ない 。成 長 産 業,衰 退 産業 の導 入 は,投 資 行 動 の理 論 設 定 におい て極 め て

重 要 な構 想 で あ り,そ の場 合 に は,能 力 使 用 度 と生 産 能 力 の増 加率 の間 の一 義

的 な関 係 は もは や是 認 され ない。 とす ればPtlodiglion五 は,こ れ に ど うこた え

る で あろ うか。 景 気 変 動 の 各局面 で α の 自由 な変 動 で あ え て この 原 理 を救 済

し よ うとす れ ば,そ れ は加速 度 原 理 の単 な る修 正 以上 の もの で は なか ろ うか。




